
2 款 1 項 3 目

18 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 25年度以前 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度以降

2,795 2,795 2,795 2,795 2,795 13,975

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 5年間の実績

個人情報開示等請求回数 回 3 3 2 3
情報公開請求回数 回 5 5 1 1
公文書記録簿登録率 ％ 44.4 100 100 100

項目 単位 25年度実績 26年度予定 9月末の実績 26年度実績

一般財源 6,087 7,604 3,357 7,428

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 3,254 4,772 2,386 4,772
国庫支出金 0 0 0

7,954
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.40 0.60 0.30 0.60
人件費単価 8,135 7,954 7,954

4,772
合計 0 7,604 3,357 7,428

事業費
直接事業費 2,833 2,832 971 2,656
人件費 3,254 4,772 2,386

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 25年度決算 26年度予算 9月末の執行状況 26年度決算

事業の目的

１　職員が職務上作成し、又は取得した文書等で、組織的に用いるものとして保有しているもの（公文書）を適
正に取り扱う。２　情報公開制度及び個人情報保護制度の両者を適切に運用し、市民の知る権利（公文書の
公開）を保障し市民参加による公正で開かれた市政を推進し、市政に対する市民の理解と信頼を深める。３全
課が公文書作成・発送に関して共用する印刷機、郵便料金計器等を適正に管理し、事務の効率化を図る。

事業の内容

１　起案、保存、引継、廃棄その他の公文書管理業務２　議会との調整及び議案書の作成・取りまとめ業務３
公告文書等及び市政情報コーナーの管理業務４　情報公開制度及び個人情報保護制度の窓口業務及び各
課への助言・指導５　印刷機、コピー機、郵便料金計器等及びこれらに係る消耗品の管理業務６　本庁地区内
の郵便物取扱業務（各課の郵便物仕分け事務）７　本庁と地域事務所・総合保健福祉センター・農業振興セン
ター間等の文書集配業務

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

文書管理システム導入を本年度当初時期に円滑に完了し、システムを混乱なく稼働できた。次期新庁舎建設
に向け新たな総合文書管理システム導入に向けプロジェクトチーム等を設置し具体的な検討に取り組む。

事業の対象 市民　・　職員

根拠法令等
伊予市情報公開条例　伊予市情報公開施行規則　伊予市情報公開・個人情報保護審査会規則　伊予市個人
情報保護条例　伊予市個人情報保護条例施行規則

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 総務企画課 電話番号（内線）： 560
記入者情報 所属長： 海田 秀司 担当責任者： 空岡 直裕

事務事業名 文書取扱事業
予算科目

総合計画での位置付け
行財政改革
行財政改革の推進

平成26年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業



1二次評価
（所属部長）

以下の点について良好と評価し、更なる事業推進を求める。

意見、課題
 容易に文書検索ができ、事務処理の進捗状況も課員の誰もが確認できる文書管理システムに着手でき
たことを良とし、今後庁内全部署での取組みを推進することを求める。

課題認識

　情報公開・個人情報保護に関しては、適正な運用を図っているが、本年度不服申し立てがあり、これの
処理に関し審査会を開催し対応に努めた。　公文書の管理・保存に関しては、庁舎改築に伴い、「バーチ
カルファイング」システムの導入を目指し、先進地を視察し、研修会・検討委員会を開催するなど検討を進
めたが、費用対効果を勘案し導入を見送り、「簿冊方式」によるオープン書棚での共用文書管理、専用の
「保管箱」による保存について、本課を含む２部署でモデル的に実施した。　今後、モデル導入の成果を見
て、検討委員会の討議を経て、新庁舎における文書管理方式の最終決定する必要がある。

二次評価

B成果向上の可能性 3
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

Bコスト効率

課題認識

保存文書量削減と文書共有化並びに検索性に優れ、より効果的で適正な管理が可能となる「ファイリング
システム」（文書を簿冊に綴じるこれまでの方式から、個別のフォルダーに挟んで収納管理し、専用収納
庫等で保管するバーチカルファイリング方式）の新規導入方針を確認したが、詳細は先進地視察を行いそ
の結果報告を踏まえ、次年度早々に伊予市文書管理委員会において決定する。次年度試験供用を開始
し新庁舎開庁時までに制度確立と周知に向けて取り組む。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

3
受益者負担の適正 4

施策への貢献度 4

市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率 3
受益者負担の適正 3

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4

目　　標 0 0 0 0
実　　績 0 1 0 0

成果指標

成果指標
情報公開請求及び個人情報保護取扱事務に係る不服申立て回数

指標設定の
考え方

文書取扱事業は、内部事務に要する必要経費で構成されているため、こうした経費に対し指標を設定しても効
果が低いと考える。よって、この事業の主たる目的「市民の知る権利」に対し市が適切に説明責任を行えてい
るかに着目し、市民にとって客観的に分かりやすい指標「情報公開請求及び個人情報開示等請求の決定に対
する不服申立て回数」を設定した。

区分年度 25年度 26年度 27年度 目標27年度



1
経営者会議の最終判断

事業の方向性
さらに重点化する。

意見、課題

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化すること。

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


